
1 我が国の立ち位置及び今後の方向性と、科学技術が担う役割

平成から令和へ「新時代・新世代の科学技術システム」ビジョン 論点とりまとめ

平成31年１月31日 科学技術・学術審議会 総合政策特別委員会

・昨今の社会は、経済成長や生産性向上のみを目指すのではなく、将来像や価値観が多様化し、それらが混在する世界へ
移っていっており、地球規模課題への挑戦である持続可能な開発目標（SDGs）達成に向けた取組の推進、デジタル革新と多
様な人々の想像・創造力の融合によって、社会の課題を解決し、価値を創造する社会を目指すSociety 5.0等の推進が求め
られている。 「変革と多様性の新たな時代へ」

・科学技術が従来からは想像できないほど急速に進展し、モノ（物）がインターネットに接続される情報通信技術（IoT）や人工知
能（AI）、遺伝子改変技術等の革新的技術の登場がこれまで以上に経済、社会、政治に影響を及ぼすようになり、製品が価
値の中心であった資本集約型からサービスが価値の中心となる知識集約型への大転換が起こっている。また、あらゆる分野
が専門性高く、細分化され、科学技術が身近なものとして人々の暮らしや将来、幸せに本当につながるのかが見えにくくなっ
てきている。 「科学技術の影響力、役割は拡大」

・我が国では高齢化がいち早く進み、急激な少子化が進行。女性の活躍も求められている。2025年には団塊世代が後期高
齢者となり、多くの介護離職を生むおそれがあり、地方において若手人材が仕事のある都市を目指して流出することが続けば、
地方と都市の格差がますます懸念。また、個別には存在感を出すところもあるが、全般的には日本企業は伸び悩み、国内総
生産（ＧＤＰ）が停滞、我が国の研究力の相対的な低下への危機感が高まっている。

「我が国活力の源泉は枯渇の危機」

・このような状況の中（であるからこそ）、少子高齢化をはじめとする課題先進国でもある我が国が、前向きに多様な個性・能力
が調和、共創する社会（人間性（ヒューマニティ）、持続発展性（サステイナビリティ）、包摂性（インクルーシブ）等がある社会、
好奇心がもてる社会）の実現に向け、科学技術の力によって先導的な挑戦を続ける社会を構築し、世界に示していく。

「個性・能力の調和、共創による先導的な挑戦」

・大きな時代背景の変化を踏まえつつ、先端的・基盤的な科学技術（システム）が、新たな知の創造や革新的技術により、長
期的な社会課題の解決や新産業の創出、社会や生活に全く新しい価値をもたらし得る社会基盤（社会インフラ、公共財）で
あり、国として今後より一層重点化すべきものであることを中長期的に継続した視点で再認識する。

・その上で、競争するところと協調するところ、守るべきところ、全く新しい価値を創造するところなどを戦略的に見極め、大学や
国立研究開発法人がネットワーク機能を強化・拡張し、オープンイノベーションの促進やそのエコシステムの確立、展開によっ
て、より良い新たな社会を形成するための資金循環を創出する。また、社会からの理解、受容してもらうための活動を推進し、
科学を文化としてより一層定着させていく。 「より良い新たな社会の形成」
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2 今後の研究の在り方とそれを支える科学技術システムの考え方

文科省、大学等や国立研究開発法人は、どのような役割で、どのような施策や取組を進めていくべきか、さらに具体的に検討

（研究における卓越性の追求）

・「真理の探究」、「基本原理の解明」、「新たな知の発見、創出や蓄積」など、研究者が「想像力」「価値」「面白さ」のある卓越した新
たな発想を追求し、創造する活動がまず重要であり、研究者の内在的動機に基づく独創的で質の高い多様な成果を生み出す学
術研究をはじめとした活動の多様性と厚みがその後の社会に新しい価値をもたらし得る力の源泉（基礎体力）であり、資源である。

・人文学・社会科学の視点を大切にするとともに、自然科学分野相互の融合や交流が重要。また、真理の探究は人類社
会全体の課題であることから、研究における卓越性の追求には、国際的な連携が必須である。

（研究者が挑戦（失敗）できる環境）

・失敗（曖昧さゆえの失敗ではなく、明確な仮説に基づく考え抜いた上での失敗や成功に到るまでの失敗等）を恐れず、独創的・挑
戦的な研究領域に挑戦すること。科学の探求には挑戦が必要であり、挑戦（失敗）の連続や蓄積から見えてくるものこそ成果である。
挑戦した内容が適切に評価され、それをもとに次の研究に再挑戦できる環境へ転換していく。

・研究者（特に若手）が、研究によって社会に全く新しい考え方を示すような大きなテーマを描き、研究者自らが決定、突き詰めてい
くことが重要である。

・そのため、既存分野にとらわれない俯瞰的視点をもった人材、複数の専門分野において高度な知識を持った人材の育成が必要。

（柔軟性と即応性を兼ね備えた共創システム）

・発明、発見といった研究（基礎研究等）を、その後の開発、イノベーションといった研究（応用研究、開発研究等）に展開していくに
は、グローバル化やデジタル化等の社会の変化に対し、必要に応じて国内外を問わず、柔軟性と即応性を持って適応することが
求められている。多様な個性・能力の調和、共創が実現できる、組織（大学（国公私）等、国立研究開発法人、行政機関（国、地
方自治体））やネットワーク、科学技術システムへ新陳代謝を高めて転換していく（構造改革、脱近代社会へ本気に向き合う）。

（未来社会デザインとシナリオへの取組）

・将来の不確実性や多様性が高まる中、「低炭素社会」構築やSDGs等の地球規模課題、超高齢化対応や地方創生などの社会課
題の解決、Society 5.0等の将来の未来社会ビジョンを、科学技術によって前向き、主体的にデザインし、その可能性や選択肢を
拡げていくことが、より良い新しい社会への突破口、糸口となり得る。

・地球規模課題や社会課題の解決、未来社会ビジョンからのバックキャストと、科学技術の潮流からのフォアキャストを、領域やセク
ターを越えた関係機関・関係者と積極的に共有し、調和、共創によってつなぐシナリオを描き、その実現に向かって取り組んでいく
（共創により未来社会ビジョンをデザインする仕組の構築）。

・多様な知や技術を最大限活用、社会実装していくためには、様々なイノベーションの類型に応じた検討や支援を行っていくことが
必要である。

・先進的な研究を適切に促進し、社会で円滑に適用するため、人文学・社会科学の視点、倫理的・法的・社会的問題（ELSI）に係る
議論を活性化する。
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未来社会デザインとシナリオへの取組

将来の不確実性や多様性が高まる中、地球規模課題や社会課題の
解決、将来の未来社会を科学技術によって前向き、主体的にデザイン
し、その可能性や選択肢を拡げるとともに、領域やセクターを越えた関
係機関・関係者と積極的に共有しながら、調和、共創によってつなぐシ
ナリオを描き、その実現に向かって取り組んでいくことを検討する。

（留意事項）

※活動自体や選択肢提示等を推奨するものであり、デザインとシナリ
オを固めて、計画的に推進するものではなく、自由度や柔軟性をもっ
たものとする（コミュニケーションツールや共創プラットフォームとして、
小さな失敗や工夫を重ねながら進めることが重要）。

※科学技術・学術政策研究所や理化学研究所等の先行する取組や検
討を参考とする。

（項目イメージ）※今後具体的に検討
・健康・医療・生命科学関連（予知・予防、社会医学等）
・農林水産・食品関連（環境保全型農林水産食品業、データ自動収集・DB化等）
・環境・エネルギー関連（エネルギー安全保障、気候変動対策等）
・情報・サービス関連 （ムーア法則終焉、キャッシュレス等）
・材料・デバイス関連（希少金属不要、デジタル制作技術等）
・都市・建築・土木・交通関連（インフラ構築・保守、技術体系化等）
・宇宙・海洋・地球・科学基盤関連（月面資源、誘発地震、観測技術等） 等

デザインを実現する先端・基盤研究、技術開発

未来社会デザインとシナリオの実現に向けてキーとなる、先端・基盤
研究、技術開発について検討する。

（項目イメージ）※今後具体的に検討

・エマージング（新興・融合領域）、量子科学技術
・フロンティア、レジリエンス、国家基幹技術、リアルテック
・ＡＩ、バイオテクノロジー、ナノテク・材料、ムーンショット
・ＳＴＩ for ＳＤＧｓ ・国際優位性のあるインフラ 等

科学技術を推進するために今後重要となる観点について検討する。

・人文学・社会科学の視点 ・社会の要請・需要（ＥＬＳＩ、技術流出、研究公正 等） ・人材（初等中等、リカレント教育含め） 等

研究力向上に向けたシステム改革

研究力向上に向けた主要３要素の「研究人材」 「研究資金」「研究環
境」の改革を、現行課題や諸外国の取組も勘案し、未来を見据えた中長
期的視点も入れ「大学改革」と一体的に検討する。
その際、各施策が全体としてしっかり機能するか、現場の自由度や柔
軟性、動機にも十分留意する。

研究人材の改革
研究者を魅力的なものにするため、世界で活躍し、挑戦（失敗）できる
支援体制を構築し、次代を担う研究者を確保・支援。
・若手研究者のポストの確保
・キャリア形成に資する流動性確保と支援強化
・海外で研さんを積み挑戦する機会（ネットワーク形成）の抜本的拡充
・大学院教育の体質改善による卓越した博士人材の育成 等

研究資金の改革
新たな発想を追及、創造する活動（質の高い学術研究・基礎研究等）

を支える、研究フェーズに応じた研究資金の強化・連携（富士山型の研
究支援体制整備）を行い、研究者の継続的な挑戦を支援。
・若手研究者への重点支援 ・新興・融合領域への取組の強化
・FA連携による競争的研究費の繋ぎを構築 等

研究環境の改革
研究者が教育・研究・社会貢献活動等の知的活動に100％従事できる
よう、研究組織全体で、研究の効率化・高速化・高度化を実現する環境
を実現。
・研究施設・設備の共用の促進
・大学・国立研究開発法人等におけるラボ改革
・研究支援人材（URA、技術職員等）の強化 ・研究者の事務負担軽減 等

大学改革
若手人材の活躍促進等のための大学改革を推進し、人材育成の中核
としての役割を飛躍的に強化。
・人事給与マネジメント改革や経営と教学の機能分担等を通じた大学のイノ
ベーション創出の基盤整備を推進 等

※国立研究開発法人や公立・私立大学等も含めて検討を進める。

3 今後の検討項目及びその方向性
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